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平成 15 年 3 月期 個別中間財務諸表の概要
  

                                    平成 14 年 11 月 15 日 

上場会社名 株 式 会 社  エ ス イ ー

コード番号 ３４２３ 

（ U R L  h t t p : / / w w w . s e - c o r p . c o m / ）     

代表者役職名 代表取締役社長 森  元  峯  夫

登録銘柄 
本社所在都道府県  東京都 

問合せ先責任者 経 理 部 長 塚 田 正 春

決算取締役会開催日 平成 1 4 年 1 1 月 1 5 日

ＴＥＬ (03)3340-5500 
 

中間配当制度の有無 有 
  単元株制度採用の有無  有 （1単元 1,000 株）

 
１．14 年 9 月中間期の業績（平成 14 年 4 月 1 日～平成 14 年 9 月 30 日） 
(1)経営成績 （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
14 年 9 月中間期 4,224（  7.3） 2（  －  ） △ 9（  －  ）
13 年 9 月中間期 3,936（△9.2） △148（  －  ） △176（  －  ）

1 4 年 3 月 期 9,460（△1.8） 358（△40.3） 321（△40.9）

 

 
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

１ 株 当 た り
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

 百万円 ％ 円 銭
14 年 9 月中間期 △ 22（  － ） △ 2 65 
13 年 9 月中間期 △132（  － ） △15 86 

1 4 年 3 月 期 136（  0.0） 16 39 

（注）① 期中平均株式数 14 年 9 月中間期 8,344,167 株 13 年 9 月中間期 8,350,000 株 14 年 3 月期 8,350,000 株 

② 会計処理の方法の変更 無 

③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は対前年中間期増減率 

 

(2)配当状況 

 
１ 株 当 た り
中 間 配 当 金

１ 株 当 た り
年 間 配 当 金

 円 銭 円 銭
14年 9月中間期 －  － ――――  
13 年 9月中間期  －  － ―――― 

1 4 年 3 月期 ――――  15 00 

 
(3)財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1 株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円 銭 
14 年 9 月中間期 10,591 5,405 51.0 650 12  
13 年 9 月中間期 10,500 5,318 50.6 636 94  

1 4 年 3 月 期 11,338 5,593 49.3 669 83  

（注）① 期末発行済株式数 14年9月中間期 8,315,000株 13年9月中間期 8,350,000株 14年3月期 8,350,000株 

② 期末自己株式数   14年9月中間期   35,000株 13年9月中間期        －株 14年3月期        －株 
 

２．15 年 3 月期の業績予想（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日） 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭
通 期 9,279  491  248 15 00  15 00 

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）  29 円 83 銭 
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６．個別財務諸表等 
(1)中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

対前中間期比 
前事業年度の 
要約貸借対照表 
（平成14年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

増減 
（千円） 

金額（千円） 
構成比
（％）

 （資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金  878,974  1,085,796  728,760 

２．受取手形 ※５ 2,091,379  2,514,742  3,259,254 

３．売掛金  2,139,056  1,814,082  2,213,577 

４．たな卸資産  699,279  595,570  540,559 

５．その他  204,634  185,269  121,628 

６．貸倒引当金  △1,327  △2,787  △1,984 

流動資産合計   6,011,997 57.3 6,192,674 58.5 180,677  6,861,794 60.5

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産 ※１     

(1)建物 ※２ 848,531  801,696  823,607 

(2)機械及び装 
   置 

 457,686  434,695  464,642 

(3)土地 ※２ 1,747,520  1,747,520  1,747,520 

(4)その他  149,828  147,653  150,911 

計  3,203,567  3,131,566 △72,000 3,186,682 

２．無形固定資産  120,407  114,457 △5,950 128,153 

３．投資その他の 
    資産 

     

(1)投資有価証 
   券 

 591,394  584,639  603,551 

(2)その他  602,219  585,590  591,532 

(3)貸倒引当金  △28,813  △17,432  △32,898 

計  1,164,800  1,152,796 △12,003 1,162,185 

固定資産合計   4,488,775 42.7 4,398,820 41.5 △89,954  4,477,021 39.5

資産合計   10,500,772 100.0 10,591,495 100.0 90,722  11,338,816 100.0
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前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

対前中間期比 
前事業年度の 
要約貸借対照表 
（平成14年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

増減 
（千円） 

金額（千円） 
構成比
（％）

 （負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．支払手形  1,769,349  1,960,142  2,483,689 

２．買掛金  881,195  661,190  695,613 

３．短期借入金 ※２ 
－ 
 

 －  100,000 

４．一年以内返済
予定長期借入
金 

※２ 472,110   508,000  461,510 

５．未払法人税等  7,057  7,745  167,835 

６．賞与引当金  78,347  66,879  71,463 

７．その他 ※４ 190,518  156,905  181,841 

流動負債合計   3,398,578 32.4 3,360,863 31.7 △37,715  4,161,953 36.7

Ⅱ 固定負債      

１．長期借入金 ※２ 1,314,390  1,309,790  1,097,100 

２．退職給付引当 
    金 

 181,487  204,817  187,110 

３．役員退職慰労 
    引当金 

 265,890  287,290  276,590 

４．その他  22,000  23,000  23,000 

固定負債合計   1,783,767 17.0 1,824,897 17.3 41,130  1,583,800 14.0

負債合計   5,182,346 49.4 5,185,760 49.0 3,414  5,745,754 50.7
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前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

対前中間期比 
前事業年度の 
要約貸借対照表 
（平成14年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

増減 
（千円） 

金額（千円） 
構成比
（％）

 （資本の部）      

Ⅰ 資本金   1,046,100 9.9 － － －  1,046,100 9.2

Ⅱ 資本準備金   995,600 9.5 － － －  995,600 8.8

Ⅲ 利益準備金   114,632 1.1 － － －  114,632 1.0

Ⅳ その他の剰余金      

１．任意積立金  3,360,000  －  3,360,000 

２．当期未処分利 
    益 

 －  －  163,640 

３．中間未処理損 
    失 

 105,586  －  － 

その他の剰余金
合計 

  3,254,413 31.0 － － －  3,523,640 31.0

Ⅴ その他有価証券
評価差額金 

  △92,319 △0.9 － － －  △86,910 △0.7

資本合計   5,318,426 50.6 － － －  

      

Ⅰ 資本金   － － 1,046,100 9.9 －  － －

Ⅱ 資本剰余金      

１．資本準備金  －  995,600  － 

資本剰余金合計   － － 995,600 9.4 －  － －

Ⅲ 利益剰余金      

１．利益準備金  －  114,632  － 

２．任意積立金  －  3,360,000  － 

３．中間(当期) 
未処分利益 

 －  16,262  － 

利益剰余金合計   － － 3,490,894 32.9 －  － －

Ⅳ その他有価証券 
    評価差額金 

  － － △116,185 △1.1 －  － －

Ⅴ 自己株式   － － △10,675 △0.1 －  － －

資本合計   － － 5,405,734 51.0 －  5,593,061 49.3

負債・資本合計   10,500,772 100.0 10,591,495 100.0 90,722  11,338,816 100.0
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(2)中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
  至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
  至 平成14年９月30日） 

対前中間期比 

前事業年度の 
要約損益計算書 
（自 平成13年４月１日 
  至 平成14年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

増減 
（千円） 

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   3,936,618 100.0 4,224,590 100.0 287,971  9,460,152 100.0

Ⅱ 売上原価   2,699,385 68.6 2,920,529 69.1 221,144  6,356,091 67.2

売上総利益   1,237,233 31.4 1,304,060 30.9 66,826  3,104,061 32.8

Ⅲ 販売費及び一般 
管理費 

  1,385,529 35.2 1,301,523 30.8 △84,006  2,745,514 29.0

営業利益   － － 2,536 0.1 2,536  358,546 3.8

営業損失   148,295 △3.8 － － △148,295  － －

Ⅳ 営業外収益 ※１  4,636 0.1 10,829 0.3 6,192  15,527 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  32,732 0.8 23,303 0.6 △9,429  52,694 0.6

経常利益   － － － － －  321,379 3.4

経常損失   176,391 △4.5 9,936 △0.2 △166,454  － －

Ⅵ 特別利益 ※３  － － 3,453 0.1 3,453  2,806 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  18,922 0.5 5,790 0.2 △13,132  26,848 0.3

税引前当期純利
益   － － － － －  297,338 3.1

税引前中間純損
失   195,313 △5.0 12,273 △0.3 △183,039  

法人税、住民税及
び事業税  7,410  8,100  175,151 

法人税等調整額  △70,324 △62,914 △1.6 1,752 9,853 0.2 72,768 △14,640 160,511 1.7

当期純利益   － － － － －  136,826 1.4

中間純損失   132,399 △3.4 22,127 △0.5 △110,271  －

前期繰越利益   8,439 38,390 29,950  8,439

合併による未処
分利益受入額  

 18,373 － △18,373  18,373

当期未処分利益   － － －  163,640

中間未処分利益   － 16,262 16,262  －

中間未処理損失   105,586 － △105,586  －
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

１．資産の評価基準及び

評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

総平均法による原価法 

 

(1）有価証券 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

総平均法による原価法 

 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は総平均法により算定

しております。） 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は総平均法により算定

しております。） 

 時価のないもの 

総平均法による原価法 

 

 時価のないもの 

総平均法による原価法

 

 (2）たな卸資産 

製品・仕掛品 

総平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

 原材料 

移動平均法による原価法 

  

 貯蔵品 

最終仕入原価法 

  

２．固定資産の減価償却

の方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年4月1日以降

に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物     8年～47年 

機械及び装置 7年～15年 

 

(1)有形固定資産 

同左 

 

(1)有形固定資産 

同左 

 

 

 (2）無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しておりま

す。 

 

(2）無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 



－  － 31

項目 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1)貸倒引当金 

同左。 

 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

従業員に対する賞与支給に

備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生して

いると認められる額を計上

しております。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定年数（5年）による定

額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとして

おります。 

 

(3)退職給付引当金 

同左 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上し

ております。 

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以

内の一定年数（5年）による

定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとし

ております。 

 

 (4）役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の

支給に充てるため、内規に基

づく中間期末要支給額を引

当計上しております。 

 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の

支給に充てるため、内規に

基づく期末要支給額を引当

計上しております。 

４．リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

おります。 

 

同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 当中間会計期間において、ヘッ

ジ対象であった外貨建社債は全

額期日償還したため、該当事項は

ありません｡ 

 

―――――― 当期において、ヘッジ対象で

あった外貨建社債は全額期日償

還したため、該当事項はありま

せん｡ 

 

６．その他中間財務諸表

作成のための基本とな

る重要な事項 

 

消費税等の会計処理は、税抜き

方式によっております。 

同左 同左 

 

 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

―――――― （自己株式及び法定準備金取崩等会

計） 

当中間期から「自己株式及び法定

準備金の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第1号）を適用してお

ります｡これによる当中間期の損益

に与える影響はありません｡ 

なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間期における中間貸借

対照表の資本の部については、改正

後の中間財務諸表等規則により作成

しております｡ 

―――――― 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 
前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前事業年度末 
（平成14年３月31日） 

※１．有形固定資産の 

減価償却累計額 1,499,434千円 

※１．有形固定資産の 

減価償却累計額 1,666,090千円

※１．有形固定資産の 

減価償却累計額 1,588,734千円

 

※２．担保資産 

(1）担保に供している資産 

※２．担保資産 

(1）担保に供している資産 

※２．担保資産 

(1）担保に供している資産 
 
建物 819,095千円

土地 1,747,520千円

計 2,566,615千円
  

 
建物 773,867千円

土地 1,747,520千円

計 2,521,387千円
  

 
建物 794,819千円

土地 1,747,520千円

計 2,542,339千円
  

 

(2）上記に対応する債務 (2)上記に対応する債務 (2)上記に対応する債務 
 
一年以内返済予
定長期借入金 472,110千円 

長期借入金 1,314,390千円 

計 1,786,500千円 
  

 
一年以内返済予
定長期借入金 502,000千円

長期借入金 1,287,290千円

計 1,789,290千円
  

 
短期借入金 100,000千円

一年以内返済予
定長期借入金 

461,510千円

長期借入金 1,097,100千円

計 1,658,610千円
  

   
 
 ３．―――――― 
  

 
 ３．―――――― 
  

 
 ３．受取手形割引高       76,000千円
  

   

※４．仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的に重要性が乏し

いため、流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

※４．同左 ※４．―――――― 

   

※５．中間期末日満期手形の会計処理に

ついては、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日でしたが、満期日に

決済されたものとして処理してお

ります。当中間期末日満期手形の金

額は次のとおりであります。 

※５．―――――― 

 

※５．期末日満期手形の会計処理につい

ては、当期の末日は金融機関の休日

でありましたが、満期日に決済が行

われたものとして処理しておりま

す。期末日満期手形の金額は次のと

おりであります。 
 
受取手形 436,464千円

  

 
 

  

受取手形 385,977千円
 

（注） 当中間期中における発行株式数の増加・減少及び自己株式の償却はありません。 
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（中間損益計算書関係） 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの 
 
受取利息 271千円

受取配当金 1,705千円

受取手数料 1,710千円
  

 
受取利息 236千円

受取配当金 2,630千円

受取手数料 4,952千円

生命保険給付金 2,000千円

  

 
受取利息 377千円

受取配当金 1,832千円

受取手数料 9,771千円
  

   

※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 17,927千円

社債利息 5,519千円

寄付金 7,146千円
 

支払利息 17,372千円

寄付金 5,406千円

 
 

支払利息 36,465千円

社債利息 5,519千円

寄付金 8,020千円
 

   

※３．―――――― ※３．特別利益の内訳 ※３．特別利益の内訳 

 

 
  

固定資産売却益 2,070千円

投資有価証券売却益 589千円

貸倒引当金戻入益 793千円
 

貸倒引当金戻入益 2,806千円

 
 

   

※４．特別損失の内訳 ※４．特別損失の内訳 ※４．特別損失の内訳 

固定資産除却損 3,311千円 

投資有価証券評価損 11,675千円 

貸倒損失 3,935千円 

  

  

 

固定資産除却損 786千円

投資有価証券評価損 5,003千円

 
 

固定資産除却損 5,655千円

投資有価証券売却損 2,041千円

投資有価証券評価損 14,911千円

ゴルフ会員権売却損 304千円

貸倒損失 3,935千円

 

 
   

 ５．当社の売上高は、通常の営業の形態

として事業年度の上半期と下半期

との間に著しい変動があり、業績は

下半期に片寄る傾向があります。 

 ５．同左  ５．―――――― 

   

 ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額 
 
有形固定資産 86,660千円

無形固定資産 16,892千円

  

 
有形固定資産 86,859千円

無形固定資産 17,564千円

  

 
有形固定資産 185,049千円

無形固定資産 33,667千円
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（リース取引関係） 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 
  

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

機械及び装置 141,979 107,116 34,862 

工具器具及び
備品 

157,161 61,927 95,234 

その他 97,987 44,612 53,374 

合計 397,128 213,656 183,472 

  

  

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円）

機械及び装置 141,979 127,399 14,580

工具器具及び
備品 

207,291 103,692 103,599

その他 97,987 64,520 33,466

合計 447,258 295,612 151,646

  

  

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

機械及び装置 141,979 117,257 24,721

工具器具及び
備品 

207,291 81,988 125,303

その他 97,987 55,553 42,434

合計 447,258 254,799 192,459

  
 なお、取得価額相当額は未経過リース

料中間期末残高が、有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

 同左  なお、取得価額相当額は未経過リース

料期末残高が、有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 
 
１年内 74,437千円

１年超 109,035千円

 合計 183,472千円
  

 
１年内 64,181千円

１年超 87,465千円

 合計 151,646千円
  

 
１年内 73,358千円

１年超 119,100千円

 合計 192,459千円
  

 なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

 同左  なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しており

ます。 

③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当額
 
支払リース料 37,102千円

減価償却費相当額 37,102千円
  

 
支払リース料 40,813千円

減価償却費相当額 40,813千円
  

 
支払リース料 78,246千円

減価償却費相当額 78,246千円
  

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 
前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。 
 
 
（１株当たり情報） 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

 
１株当たり純資産額 636円94銭

１株当たり中間純損失 15円86銭
  

 
１株当たり純資産額 650円12銭

１株当たり中間純損失 2円65銭
  

 
１株当たり純資産額 669円83銭

１株当たり当期純利益 16円39銭
  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株引

受権付社債及び転換社債を発行して

いないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、新株引

受権付社債及び転換社債を発行して

いないため記載しておりません。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 


